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いま求められている公正な取引に対する企業の厳格な対応を 
　　　　　　　解説編（逐条解説） 　資料編  　質疑応答編   で詳解！　 

内容見本 
（縮　小） 

公正な取引に関する様々な疑
問を4つの切り口で詳細に解説
（質疑応答編） 

各種ガイドラインの詳細解
説で、独禁法違反のリスク
回避をサポート（解説編） 

条文を詳細に解説し、 
「何をしてはいけないか」 
を明らかに（解説編） 

 
 
 
 
 

解　説　編 
 
 
複雑多岐に渡る独占禁止法の全条文を、ガイ
ドライン、規則、判例等を交え、詳細に解説 
 

第1章　総則 
独占禁止法の目的を明らかにする1条および
独占禁止法における重要な概念用語につい
て定義づけをする2条について。 

第1条　目的／第2条　定義 
 
第2章　私的独占及び不当な取引制限 
私的独占および不当な取引制限を禁止する3条、
不当な取引制限または不公正な取引方法を
内容とする国際的契約等を禁止する6条、これ
らの禁止規定に違反する行為に対する排除
措置について定める7条ならびに課徴金につ
き定める7条の2の計4か条について。 
第3条　私的独占又は不当な取引制限の禁止
／第4条・5条　削除／第6条　国際的協定又
は国際的契約の制限／第7条　私的独占等の
禁止違反に対する措置／第7条の2　課徴金 
 

第3章　事業者団体 
事業者団体に対する禁止行為および各種届
出義務について規定する8条、同条違反行為に
対する排除措置について規定する8条の2お
よび課徴金に関する8条の3の3か条を解説。 
第8条　禁止行為／第8条の2　違反行為に
対する措置／第8条の3　準用規定 
 

第3章の2　独占的状態 
独占的状態があるときの必要な措置につい
て定める8条の4を解説。 
第8条の4　競争回復命令 

 
第4章　株式の保有、役員の兼任、 
             合併、分割及び事業の譲受け 
本章は、「事業支配力の過度の集中を防止」
するための2か条および競争を実質的に制限
することとなる企業結合を禁止するための9
か条の規定について解説している。 
第9条　事業支配力が過度に集中する会社の
禁止／（旧第9条の2）　大規模事業会社の株
式保有総額の制限／第10条　会社の株式保
有の制限／第11条　銀行等の議決権保有の
制限／第12条　削除／第13条　役員兼任
の制限／第14条　会社以外の者の株式保有
の制限／第15条　合併の制限／第15条の2
　分割の制限／第16条　事業の譲受け等の
制限／第17条　脱法行為の禁止／第17条
の2　株式保有の制限・合併の制限・分割の制
限・事業の譲受け等の制限違反に対する措置
／第18条　合併・共同新設分割・吸収分割の
無効の訴え 
 
旧第4章の2　価格の同調的引上げ 

旧第18条の2　価格の同調的引上げに関する報告
徴収制度 

 

第5章　不公正な取引方法 
事業者に対する不公正な取引方法の禁止を
定める19条および同規定に違反する行為に
対する排除命令についての20条を解説。 

第19条　不公正な取引方法の禁止／第20
条　不公正な取引方法に対する排除措置 
 

第6章　適用除外 
独占禁止法の各種禁止規定の適用されない
特定の行為について解説。 
自然的独占と独占禁止法／独占禁止法適用除
外制度／第21条　知的財産権の行使行為／
第22条　協同組合の行為に対する適用除外
／第23条　再販売価格維持契約／不況カル
テルおよび合理化カルテル制度 
 
第7章　差止請求及び損害賠償 

不公正な取引方法に対する差止請求権、独
占禁止法違反の行為をした事業者に対する
無過失損害賠償請求権およびその行為の要
件について。 
第24条　差止請求／第25条　無過失損害
賠償責任／第26条　損害賠償請求権の裁判
上の主張の制限・消滅時効 
 

第8章　公正取引委員会 
本章は、公正取引委員会の組織・権限と排
除措置を命じるための審査・審判手続につ
いて定める各種の規定からなるが、単に条
文数が多いだけでなく、その実務的必要性
の観点からも非常に重要である。 
第１節　設置、任務及び所掌事務並びに組織等 
第27条　設置～第44条　国会に対する報告・
意見の提出 
第2節　手続 
第45条　違反事実の報告・探知～第70条の
22　不服申立ての制限 
第3節　雑則 
第71条　不公正な取引方法の指定手続～第
76条　規則制定権 
 

第9章　訴訟 
本章は、主に審決に対する抗告訴訟に関し、
行政事件訴訟法に対する特則を定める規定
からなる。 
第77条　訴えの提起期間／第78条　抗告訴
訟の被告／第79条　事件記録の送付／第
80条　委員会の認定事実の拘束力／第81
条　新証拠の申出・差戻し／第82条　審決の
取消し／第83条　審決取消しのための差戻
し／第83条の2　差止請求訴訟における担保
の設定／第83条の3　差止請求訴訟の通知
及び意見の請求／第84条　損害額について
の委員会の意見の請求／第84条の2　差止
請求訴訟の管轄権／第84条の3　刑事事件
の管轄権／第84条の4　刑事事件の管轄権
の特例／第85条　第一審の裁判権／第86
条　東京高等裁判所の専属管轄事項／第87
条　東京高等裁判所の特別の合議体／第87
条の2　差止請求訴訟の移送／第88条　審
決に係る訴訟の特例 
 

第10章　雑則 
第88条の2　雑則 

 

第11章　罰則 
独占禁止法の各種禁止規定または義務規定
に違反する行為に対する刑事罰および秩序
罰について解説。 

第89条　私的独占又は不当な取引制限の罪
／第90条　国際的協定・確定審決違反等の
罪／第91条　会社活動等に関する規定違反
の罪／第91条の2　届出等に関する規定違
反の罪／第92条　懲役と罰金の併科／第92
条の2　虚偽の陳述又は鑑定の罪／第93条
　秘密保持義務違反の罪／第94条　検査妨
害等の罪／第94条の2　調査処分違反に対
する罪／第95条　両罰規定／第95条の2　
法人の代表者に対する罰則／第95条の3　
事業者団体の代表者等に対する罰則／第95
条の4　事業者団体解散の宣告／第96条　
専属告発／第97条　審決違反に対する過料
／第98条　緊急停止命令等違反に対する過
料／第99条　削除／第100条　特許・実施
権の取消し・政府との契約禁止の宣告 

 
第12章　犯則事件の調査等 

89条から91条までの罪にかかる犯則事件に
関する各種調査権限について解説。 
第101条　任意の犯則調査／第102条　裁
判所の許可状に基づく犯則調査／第103条
　郵便物等の差押え／第104条　夜間執行
の制限／第105条　許可状の提示／第106
条　身分証の提示／第107条　臨検等に際
しての必要な処分／第108条　処分中の出
入禁止／第109条　責任者等の立会い／第
110条　警察官の援助要請／第111条　調
書の作成／第112条　領置目録等の作成／
第113条　領置物件等の保管／第114条　
領置物件等の還付／第115条　委員会への
報告／第116条　領置物件等の引継／第
117条　行政手続法の適用の制限／第118
条　不服申立ての制限 
 
 

資　料　編 
 
 
資料Ⅰ　法令・規則・運用基準等 

1　私的独占・不当な取引制限（2条5項・2条
6項・3条）関係 

2　独占的状態（2条7項・8条の4）関係 
3　不公正な取引方法（2条9項・19条）関係 
4　国際的契約・協定（6条）関係 
5　課徴金（7条の2・8条の3）関係 
6　事業者団体の禁止行為（8条）関係 
7　事業支配力が過度に集中する会社（9条）関係 
9　会社の株式保有の制限（10条）関係 
１０　銀行等の議決権保有の制限（11条）関係 
１１　役員兼任の制限（13条）関係　 
１２　会社以外の者の株式保有の制限（14条）関係 
１３　合併の制限（15条）関係 
１３-２　分割の制限（15条の2）関係 
１４　事業の譲受け等の制限（16条）関係 
１６　政府規制・適用除外・行政指導（旧21条・

旧22条）関係 
１７　知的財産権の行使行為（21条）関係 
１８　協同組合の行為（22条）関係 
１９　再販価格維持行為（23条）関係 
２０　組織・権限（第8章第1節）関係 
２１　差止請求・損害賠償（24条・25条・26条）

関係 
２２　審査審判手続（第8章第2節）関係 
２３　刑事告発（74条・96条）関係 
２４　独占禁止協力協定関係 
 
資料Ⅱ　各種届出・報告等の記載例 

 
資料Ⅲ　審決例・裁判例・相談事例等 

1　公正取引委員会の行政手続 

2　民事手続 
3　刑事手続 
4　公正取引委員会の相談事例等 
 
資料Ⅳ　公正取引委員会の組織、審決の手続等 
 
 

質疑応答編 
 
 
基本解説、チェックリスト、具体的Q&A、事例
の4つの形式で実務対応 
 

第1章　公正取引法の概要 
第１節　公正取引法（独占禁止法、景品表示

法、下請法、不正競争防止法）の相互
の関係、適用範囲、運用状況等 

第2節　公正取引法と企業との関わり 
・独占禁止法遵守対策の必要性とその現状 
・独占禁止法遵守マニュアルの作成に関する
相談等 
・企業のコンプライアンスプログラム策定の
必要性 
 
第2章　公正取引委員会と事件処理 
第1節　公正取引委員会の役割・組織 
第2節　公正取引委員会の調査 
第3節　独占禁止法違反の排除措置 
・排除措置命令・審決が出される場合 
・警告と注意の違い 
・排除措置命令 
・排除措置命令の事前手続 
・被審人等の不出頭の場合の取扱い 
・課徴金対象違反行為 
・課徴金の算定方法 
・課徴金納付命令の事前通知に対する対応 
・多額の課徴金納付が命じられたケース 
・独占禁止法違反と株主代表訴訟 
・課徴金減免制度の利用方法・順位 
第4節　独占禁止法違反の刑罰・損害賠償 
・主な告発事件と判決内容 
・強化された独占禁止法違反の罰則 
・損害賠償請求訴訟の手続 
・主な損害賠償請求民事事件 
 

第3章　企業の公正取引 
第1節　経営全般 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・異業種の会社を合併する場合の扱い 
・市場シェアが高くなる合併等 
・事業者団体の届出及び禁止行為 
・入札談合防止に対する公正取引委員会等の取組み 
・ソフトウェア取引と独占禁止法 
■事例 
第2節　企業の営業活動 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・不当利得を目的としない防衛的なカルテル 
・価格競争の制限 
・ダンピング防止のための入札談合 
・顧客獲得競争の制限 
・最近の入札談合事件の特徴 
・建設業の団体が行う経営指導活動 
・官製談合の事件例 
・購入カルテルの違法性 
■事例 
第3節　事業者団体への参加 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・事業者団体の定義・届出義務 
・コスト以下での販売の自粛申合せ 

・修理に関する標準料金・標準作業時間表の設定 
■事例 
第4節　企業の販売・マーケティング活動 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・再販売価格の拘束 
・自社製品の取扱割合によるリベート支給 
・小売業者に対する価格指導 
・事前相談手続 
・著作物の再販制度の見直し 
■事例 
第5節　企業の納入取引 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・優越的地位にある場合 
・販売不振による返品 
■事例 
第6節　企業の研究開発・知的所有権 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・特許ライセンス契約作成時の配慮事項 
・共同研究開発に伴う配慮事項 
・合弁会社に伴う技術ライセンス 
■事例 
第7節　企業の国際取引 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・国際カルテルへの公正取引委員会の調査権・
措置権 
・不当な輸入総代理店契約 
・日本（日系）企業のEU・EU諸国競争法違反事例 
■事例 
第8節　企業の外注取引 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・下請法の特徴 
・規制対象となる取引＝製造委託・修理委託・
情報成果物作成委託・役務提供委託 
・下請法の規制の対象・保護の対象 
・商社を介在させた下請取引 
・ファックスによる発注書面の交付 
・オンライン発注の場合の留意点 
・単価交渉中の発注書面 
・受領拒否できる場合 
・一括決済方式に移行する場合の配慮事項 
・納入部品に欠陥があった場合の損害賠償 
・一律・一方的な単価の引下げ 
・原材料の購入指定 
・長期手形交付の禁止 
・遅延利息の計算方法 
・書類の2年間保存の必要性 
・最近の下請法違反行為の特徴 
■事例 
 

第4章　消費者との公正取引 
第1節　景品・表示に関する規制 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・規制対象となる事業者 
・景品類の提供と値引きの違い 
・景品価格の算定基準 
・共同懸賞を実施する場合の配慮事項 
・インターネット上で懸賞を行う場合の留意点 
・不当表示を規制する理由 
・業界別の景品規制 
■事例 
第2節　独占禁止法と消費者 
■基本解説 
■具体的Q&A

内容構成 
（抜　粋） 

「加除式」だからできる― 担当者なら知っておきたい 最新情報も満載！ 

●信頼を失墜させる独占禁止法違反 
　次々と明るみになる独占禁止法違反事件の背景は、平成18年改正独占禁止法施行によ
り摘発体制が強化されたことにあります。 
　罰則の強化によるリスクだけでなく、信頼失墜というリスクも含む独占禁止法違反。それ
でもまだ談合を続けますか？ 

●コンプライアンスの確立には、条文の理解が不可欠 
　形だけのコンプライアンスでなく、業務に直結したコンプライアンス体制を確立するため
には、条文で求められている内容を正しく理解し、自社に適合させることが必要不可欠です。 
　本書1巻、2巻（解説編）では「条文→関連法令・規則・運用基準→解説」という流れで深
い理解を促します。 

●過去の事例から適法性を判断 
　企業活動が適法か、違法かという判断は、過去の事例を調べる事で迅速に行えます。 
　本書4巻（質疑応答編）は景品表示法・下請法の内容も加え、公正取引法全般について基
本解説、チェックリスト、Q&A、事例の4つの切り口で解説しています。 



いま求められている公正な取引に対する企業の厳格な対応を 
　　　　　　　解説編（逐条解説） 　資料編  　質疑応答編   で詳解！　 

内容見本 
（縮　小） 

公正な取引に関する様々な疑
問を4つの切り口で詳細に解説
（質疑応答編） 

各種ガイドラインの詳細解
説で、独禁法違反のリスク
回避をサポート（解説編） 

条文を詳細に解説し、 
「何をしてはいけないか」 
を明らかに（解説編） 

 
 
 
 
 

解　説　編 
 
 
複雑多岐に渡る独占禁止法の全条文を、ガイ
ドライン、規則、判例等を交え、詳細に解説 
 

第1章　総則 
独占禁止法の目的を明らかにする1条および
独占禁止法における重要な概念用語につい
て定義づけをする2条について。 

第1条　目的／第2条　定義 
 
第2章　私的独占及び不当な取引制限 
私的独占および不当な取引制限を禁止する3条、
不当な取引制限または不公正な取引方法を
内容とする国際的契約等を禁止する6条、これ
らの禁止規定に違反する行為に対する排除
措置について定める7条ならびに課徴金につ
き定める7条の2の計4か条について。 
第3条　私的独占又は不当な取引制限の禁止
／第4条・5条　削除／第6条　国際的協定又
は国際的契約の制限／第7条　私的独占等の
禁止違反に対する措置／第7条の2　課徴金 
 

第3章　事業者団体 
事業者団体に対する禁止行為および各種届
出義務について規定する8条、同条違反行為に
対する排除措置について規定する8条の2お
よび課徴金に関する8条の3の3か条を解説。 
第8条　禁止行為／第8条の2　違反行為に
対する措置／第8条の3　準用規定 
 

第3章の2　独占的状態 
独占的状態があるときの必要な措置につい
て定める8条の4を解説。 
第8条の4　競争回復命令 

 
第4章　株式の保有、役員の兼任、 
             合併、分割及び事業の譲受け 
本章は、「事業支配力の過度の集中を防止」
するための2か条および競争を実質的に制限
することとなる企業結合を禁止するための9
か条の規定について解説している。 
第9条　事業支配力が過度に集中する会社の
禁止／（旧第9条の2）　大規模事業会社の株
式保有総額の制限／第10条　会社の株式保
有の制限／第11条　銀行等の議決権保有の
制限／第12条　削除／第13条　役員兼任
の制限／第14条　会社以外の者の株式保有
の制限／第15条　合併の制限／第15条の2
　分割の制限／第16条　事業の譲受け等の
制限／第17条　脱法行為の禁止／第17条
の2　株式保有の制限・合併の制限・分割の制
限・事業の譲受け等の制限違反に対する措置
／第18条　合併・共同新設分割・吸収分割の
無効の訴え 
 
旧第4章の2　価格の同調的引上げ 

旧第18条の2　価格の同調的引上げに関する報告
徴収制度 

 

第5章　不公正な取引方法 
事業者に対する不公正な取引方法の禁止を
定める19条および同規定に違反する行為に
対する排除命令についての20条を解説。 

第19条　不公正な取引方法の禁止／第20
条　不公正な取引方法に対する排除措置 
 

第6章　適用除外 
独占禁止法の各種禁止規定の適用されない
特定の行為について解説。 
自然的独占と独占禁止法／独占禁止法適用除
外制度／第21条　知的財産権の行使行為／
第22条　協同組合の行為に対する適用除外
／第23条　再販売価格維持契約／不況カル
テルおよび合理化カルテル制度 
 
第7章　差止請求及び損害賠償 

不公正な取引方法に対する差止請求権、独
占禁止法違反の行為をした事業者に対する
無過失損害賠償請求権およびその行為の要
件について。 
第24条　差止請求／第25条　無過失損害
賠償責任／第26条　損害賠償請求権の裁判
上の主張の制限・消滅時効 
 

第8章　公正取引委員会 
本章は、公正取引委員会の組織・権限と排
除措置を命じるための審査・審判手続につ
いて定める各種の規定からなるが、単に条
文数が多いだけでなく、その実務的必要性
の観点からも非常に重要である。 
第１節　設置、任務及び所掌事務並びに組織等 
第27条　設置～第44条　国会に対する報告・
意見の提出 
第2節　手続 
第45条　違反事実の報告・探知～第70条の
22　不服申立ての制限 
第3節　雑則 
第71条　不公正な取引方法の指定手続～第
76条　規則制定権 
 

第9章　訴訟 
本章は、主に審決に対する抗告訴訟に関し、
行政事件訴訟法に対する特則を定める規定
からなる。 
第77条　訴えの提起期間／第78条　抗告訴
訟の被告／第79条　事件記録の送付／第
80条　委員会の認定事実の拘束力／第81
条　新証拠の申出・差戻し／第82条　審決の
取消し／第83条　審決取消しのための差戻
し／第83条の2　差止請求訴訟における担保
の設定／第83条の3　差止請求訴訟の通知
及び意見の請求／第84条　損害額について
の委員会の意見の請求／第84条の2　差止
請求訴訟の管轄権／第84条の3　刑事事件
の管轄権／第84条の4　刑事事件の管轄権
の特例／第85条　第一審の裁判権／第86
条　東京高等裁判所の専属管轄事項／第87
条　東京高等裁判所の特別の合議体／第87
条の2　差止請求訴訟の移送／第88条　審
決に係る訴訟の特例 
 

第10章　雑則 
第88条の2　雑則 

 

第11章　罰則 
独占禁止法の各種禁止規定または義務規定
に違反する行為に対する刑事罰および秩序
罰について解説。 

第89条　私的独占又は不当な取引制限の罪
／第90条　国際的協定・確定審決違反等の
罪／第91条　会社活動等に関する規定違反
の罪／第91条の2　届出等に関する規定違
反の罪／第92条　懲役と罰金の併科／第92
条の2　虚偽の陳述又は鑑定の罪／第93条
　秘密保持義務違反の罪／第94条　検査妨
害等の罪／第94条の2　調査処分違反に対
する罪／第95条　両罰規定／第95条の2　
法人の代表者に対する罰則／第95条の3　
事業者団体の代表者等に対する罰則／第95
条の4　事業者団体解散の宣告／第96条　
専属告発／第97条　審決違反に対する過料
／第98条　緊急停止命令等違反に対する過
料／第99条　削除／第100条　特許・実施
権の取消し・政府との契約禁止の宣告 

 
第12章　犯則事件の調査等 

89条から91条までの罪にかかる犯則事件に
関する各種調査権限について解説。 
第101条　任意の犯則調査／第102条　裁
判所の許可状に基づく犯則調査／第103条
　郵便物等の差押え／第104条　夜間執行
の制限／第105条　許可状の提示／第106
条　身分証の提示／第107条　臨検等に際
しての必要な処分／第108条　処分中の出
入禁止／第109条　責任者等の立会い／第
110条　警察官の援助要請／第111条　調
書の作成／第112条　領置目録等の作成／
第113条　領置物件等の保管／第114条　
領置物件等の還付／第115条　委員会への
報告／第116条　領置物件等の引継／第
117条　行政手続法の適用の制限／第118
条　不服申立ての制限 
 
 

資　料　編 
 
 
資料Ⅰ　法令・規則・運用基準等 

1　私的独占・不当な取引制限（2条5項・2条
6項・3条）関係 

2　独占的状態（2条7項・8条の4）関係 
3　不公正な取引方法（2条9項・19条）関係 
4　国際的契約・協定（6条）関係 
5　課徴金（7条の2・8条の3）関係 
6　事業者団体の禁止行為（8条）関係 
7　事業支配力が過度に集中する会社（9条）関係 
9　会社の株式保有の制限（10条）関係 
１０　銀行等の議決権保有の制限（11条）関係 
１１　役員兼任の制限（13条）関係　 
１２　会社以外の者の株式保有の制限（14条）関係 
１３　合併の制限（15条）関係 
１３-２　分割の制限（15条の2）関係 
１４　事業の譲受け等の制限（16条）関係 
１６　政府規制・適用除外・行政指導（旧21条・

旧22条）関係 
１７　知的財産権の行使行為（21条）関係 
１８　協同組合の行為（22条）関係 
１９　再販価格維持行為（23条）関係 
２０　組織・権限（第8章第1節）関係 
２１　差止請求・損害賠償（24条・25条・26条）

関係 
２２　審査審判手続（第8章第2節）関係 
２３　刑事告発（74条・96条）関係 
２４　独占禁止協力協定関係 
 
資料Ⅱ　各種届出・報告等の記載例 

 
資料Ⅲ　審決例・裁判例・相談事例等 

1　公正取引委員会の行政手続 

2　民事手続 
3　刑事手続 
4　公正取引委員会の相談事例等 
 
資料Ⅳ　公正取引委員会の組織、審決の手続等 
 
 

質疑応答編 
 
 
基本解説、チェックリスト、具体的Q&A、事例
の4つの形式で実務対応 
 

第1章　公正取引法の概要 
第１節　公正取引法（独占禁止法、景品表示

法、下請法、不正競争防止法）の相互
の関係、適用範囲、運用状況等 

第2節　公正取引法と企業との関わり 
・独占禁止法遵守対策の必要性とその現状 
・独占禁止法遵守マニュアルの作成に関する
相談等 
・企業のコンプライアンスプログラム策定の
必要性 
 
第2章　公正取引委員会と事件処理 
第1節　公正取引委員会の役割・組織 
第2節　公正取引委員会の調査 
第3節　独占禁止法違反の排除措置 
・排除措置命令・審決が出される場合 
・警告と注意の違い 
・排除措置命令 
・排除措置命令の事前手続 
・被審人等の不出頭の場合の取扱い 
・課徴金対象違反行為 
・課徴金の算定方法 
・課徴金納付命令の事前通知に対する対応 
・多額の課徴金納付が命じられたケース 
・独占禁止法違反と株主代表訴訟 
・課徴金減免制度の利用方法・順位 
第4節　独占禁止法違反の刑罰・損害賠償 
・主な告発事件と判決内容 
・強化された独占禁止法違反の罰則 
・損害賠償請求訴訟の手続 
・主な損害賠償請求民事事件 
 

第3章　企業の公正取引 
第1節　経営全般 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・異業種の会社を合併する場合の扱い 
・市場シェアが高くなる合併等 
・事業者団体の届出及び禁止行為 
・入札談合防止に対する公正取引委員会等の取組み 
・ソフトウェア取引と独占禁止法 
■事例 
第2節　企業の営業活動 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・不当利得を目的としない防衛的なカルテル 
・価格競争の制限 
・ダンピング防止のための入札談合 
・顧客獲得競争の制限 
・最近の入札談合事件の特徴 
・建設業の団体が行う経営指導活動 
・官製談合の事件例 
・購入カルテルの違法性 
■事例 
第3節　事業者団体への参加 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・事業者団体の定義・届出義務 
・コスト以下での販売の自粛申合せ 

・修理に関する標準料金・標準作業時間表の設定 
■事例 
第4節　企業の販売・マーケティング活動 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・再販売価格の拘束 
・自社製品の取扱割合によるリベート支給 
・小売業者に対する価格指導 
・事前相談手続 
・著作物の再販制度の見直し 
■事例 
第5節　企業の納入取引 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・優越的地位にある場合 
・販売不振による返品 
■事例 
第6節　企業の研究開発・知的所有権 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・特許ライセンス契約作成時の配慮事項 
・共同研究開発に伴う配慮事項 
・合弁会社に伴う技術ライセンス 
■事例 
第7節　企業の国際取引 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・国際カルテルへの公正取引委員会の調査権・
措置権 
・不当な輸入総代理店契約 
・日本（日系）企業のEU・EU諸国競争法違反事例 
■事例 
第8節　企業の外注取引 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・下請法の特徴 
・規制対象となる取引＝製造委託・修理委託・
情報成果物作成委託・役務提供委託 
・下請法の規制の対象・保護の対象 
・商社を介在させた下請取引 
・ファックスによる発注書面の交付 
・オンライン発注の場合の留意点 
・単価交渉中の発注書面 
・受領拒否できる場合 
・一括決済方式に移行する場合の配慮事項 
・納入部品に欠陥があった場合の損害賠償 
・一律・一方的な単価の引下げ 
・原材料の購入指定 
・長期手形交付の禁止 
・遅延利息の計算方法 
・書類の2年間保存の必要性 
・最近の下請法違反行為の特徴 
■事例 
 

第4章　消費者との公正取引 
第1節　景品・表示に関する規制 
■基本解説 
■チェックリスト 
■具体的Q&A 
・規制対象となる事業者 
・景品類の提供と値引きの違い 
・景品価格の算定基準 
・共同懸賞を実施する場合の配慮事項 
・インターネット上で懸賞を行う場合の留意点 
・不当表示を規制する理由 
・業界別の景品規制 
■事例 
第2節　独占禁止法と消費者 
■基本解説 
■具体的Q&A

内容構成 
（抜　粋） 

「加除式」だからできる― 担当者なら知っておきたい 最新情報も満載！ 

●信頼を失墜させる独占禁止法違反 
　次々と明るみになる独占禁止法違反事件の背景は、平成18年改正独占禁止法施行によ
り摘発体制が強化されたことにあります。 
　罰則の強化によるリスクだけでなく、信頼失墜というリスクも含む独占禁止法違反。それ
でもまだ談合を続けますか？ 

●コンプライアンスの確立には、条文の理解が不可欠 
　形だけのコンプライアンスでなく、業務に直結したコンプライアンス体制を確立するため
には、条文で求められている内容を正しく理解し、自社に適合させることが必要不可欠です。 
　本書1巻、2巻（解説編）では「条文→関連法令・規則・運用基準→解説」という流れで深
い理解を促します。 

●過去の事例から適法性を判断 
　企業活動が適法か、違法かという判断は、過去の事例を調べる事で迅速に行えます。 
　本書4巻（質疑応答編）は景品表示法・下請法の内容も加え、公正取引法全般について基
本解説、チェックリスト、Q&A、事例の4つの切り口で解説しています。 



B5判・加除式・全4巻 
定価37,800円（本体36,000円） 

実 務 解 説 

独占禁止法 

編　著　公正取引研究会 
　解説編・資料編　 
　  代表　阿部芳久（弁護士） 
           　上杉秋則（一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授、 
　　　　　　　　　　　　　　　　　フレッシュフィールズブルックハウスデリンガー法律事務所シニアコンサルタント） 

　質 疑 応 答 編 
　  代表　鈴木　満（桐蔭横浜大学法科大学院教授・弁護士） 

●本書の特色 

独禁法の解釈基準を明確に提示しています 
公取委の規則や運用基準及び過去の審決例・裁判例を十分に検討
することで、難解な独禁法の明確な解釈基準を条文ごとに示してい
ます。 

審決例、裁判例等の事例から自社活動をチェッ
クできます 
重要な審決例と裁判例を抜粋して掲載していますので、各事例の
全貌が明らかになり、自社の企業活動をチェックするのに役立ちます。 

実際の手続きに活用できる届出様式を収録 
各種届出・報告書等の書式については、記載例を記して収録してい
ますので、実際の手続きが容易になります。 

企業等から実際に出された独禁法関係の相談
事例を基にしたQ&Aを中心に解説しています 
企業活動の中で生じる様々な問題を独禁法を中心に、下請法・景品
表示法も加え、実務に即して解説。＜基本解説＞＜チェックリスト＞
＜具体的Q&A＞＜事例＞の4つの切り口で網羅的に解説しています。 

！ 
 

！ 
 

！ 
 

！ 
 

公正な取引を理解し、リスク管理を強化するために 
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